
医療扶助に関する基礎資料集

令和２年１２月１７日 参考資料１

社会保障審議会生活困窮者自立支援
及び生活保護部会（第１３回）



１．生活保護制度の概要と現状
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○ 生活保護制度の目的

支給される保護費

・ケースワーカーや就労支援員による就労指導・支援

○ 最低生活の保障
⇒ 資産、能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する者に対し、困窮の程度に応じた保護を実施

○ 自立の助長

① 資産、能力等あらゆるものを活用することが保護の前提。また、扶養義務者による扶養などは、保護に
優先される。
・不動産、自動車、預貯金等の資産

・稼働能力の活用

・年金、手当等の社会保障給付

・扶養義務者からの扶養 等

② 支給される保護費の額

・厚生労働大臣が定める基準で計算される最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費として支給

◇保護の開始時に調査

（預貯金、年金、手当等の受給の有無や可否、傷病の状況等
を踏まえた就労の可否、扶養義務者の状況及び扶養能力等）

◇保護適用後にも届出を義務付け

最 低 生 活 費

年金・児童扶養手当等の収入

収入としては、就労による収入、年金等社会保障の給付、親
族による援助等を認定。

預貯金、保険の払戻し金、不動産等の資産の売却収入等も
認定するため、これらを消費した後に保護適用となる。

最低生活の保障

自立の助長

生活保護制度
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生活保護基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要
な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであつて、且つ、これをこえないものでな
ければならない。（生活保護法第８条第２項）

生活を営む上で生じる費用
対応する

扶助の種類
支 給 内 容

日常生活に必要な費用

（食費・被服費・光熱水費等）
生活扶助

基準額は、

①食費等の個人的費用（年齢別に算定）

②光熱水費等の世帯共通的費用（世帯人員別に算定）

を合算して算出。

特定の世帯には加算がある。（障害者加算等）

アパート等の家賃 住宅扶助 定められた範囲内で実費を支給

義務教育を受けるために必要な学用品費 教育扶助 定められた基準額を支給

医療サービスの費用 医療扶助 費用は直接医療機関へ支払（本人負担なし）

介護サービスの費用 介護扶助 費用は直接介護事業者へ支払（本人負担なし）

出産費用 出産扶助 定められた範囲内で実費を支給

就労に必要な技能の修得等にかかる費用

（高等学校等に就学するための費用を含む。）
生業扶助 〃

葬祭費用 葬祭扶助 〃

◎ 生活保護基準の内容

※勤労控除 ： 就労収入のうち一定額を控除する仕組み。就労収入額に比例して控除額が増加。
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・ 都道府県、市、福祉事務所を設置する町村（保護の実施機関）が実施。

・ 保護の実施機関は、福祉事務所を設置し、被保護世帯に対して担当のケースワーカーを設定。

・ 保護費については、国が３／４、地方自治体が１／４を負担。

◎ 保護の実施機関と費用負担
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○ 生活扶助額の例 （令和２年１０月１日現在）

※ 上記以外に、その世帯の状況や必要な事情に応じて、生活扶助費に追加して「障害者
加算」等の各種加算や「住宅扶助費（家賃）」や「教育扶助費（教育費）」が現金給付される
とともに、「医療扶助費（医療費）」や「介護扶助費（介護費）」が現物給付される。

○ 生活扶助額の例 （令和２年１０月１日現在）

東京都区部等 地方郡部等

３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，７６０円 １３９，６３０円

高齢者単身世帯（６８歳） ７７，９８０円 ６６，３００円

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２１，４８０円 １０６，３５０円

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １９０，５５０円 １６８，３６０円
※ 児童養育加算、母子加算、

冬季加算（Ⅵ区の5/12）を含む。



被保護人員、保護率、被保護世帯数の年次推移

○生活保護受給者数は約２０５万人。平成２７年３月をピークに減少に転じた。
○生活保護受給世帯数は約１６４万世帯。高齢者世帯が増加している一方、高齢者世帯以外の世帯は減少傾向が

続いている。
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母子
世帯

高齢者
世帯

傷病・障害者
世帯

その他
の世帯

■ 世帯類型別の生活保護受給世帯数の推移

（単位：万世帯）

母子
世帯

高齢者
世帯

傷病・障害者
世帯

その他
の世帯

■ 世帯類型別の構成割合の推移

●高齢者世帯 ：男女とも65歳以上（平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯
●母子世帯 ：死別･離別･生死不明及び未婚等により現に配偶者がいない65歳未満（平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子

を含む。）のみで構成されている世帯
●障害者世帯 ：世帯主が障害者加算を受けているか、障害･知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯
●傷病者世帯 ：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世帯
●その他の世帯：上記以外の世帯

世帯類型の定義

世界金融危機後、「その他の世帯」の割合が大きく上昇した。
「高齢者世帯」以外の世帯は減少傾向となっているが、「高齢者世帯」は増加傾向にある。

世界金融危機

世帯類型別の保護世帯数と構成割合の推移

※ 高齢者世帯の91.8%が単身世帯（令和２年９月）。
注：世帯数は各年度の１か月平均であり、保護停止中の世帯は含まない。
資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（平成23年度以前は福祉行政報告例）（令和２年９月分は速報値）
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２．医療扶助の概要と現状
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○ 生活保護受給者は、国民健康保険の被保険者から除外されているため、ほとんどの生活保護受給者の
医療費はその全額を医療扶助で負担。

○ ただし、①障害者総合支援法等の公費負担医療が適用される者や、②被用者保険の被保険者又は
被扶養者については、各制度において給付されない部分が医療扶助の給付対象。

＊ 被保護者の被用者保険加入率は２．４％（平成18年被保護者全国一斉調査）

○ 医療扶助による医療の給付は、生活保護法の指定を受けた医療機関等に委託して実施。

○ 指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、別に定める場合を除き、国民健康保険の例による。

○ 医療扶助は、① 診察、② 薬剤又は治療材料、③ 医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術、
④ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護、⑤ 病院又は診療所への入院
及びその療養に伴う世話その他の看護、⑥ 移送の範囲内で実施。

○ 医療扶助は、原則として、現物給付。

医療扶助の対象

医療扶助の範囲・方法

指定医療機関、診療方針、診療報酬

生活保護の医療扶助について

生活保護制度では、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、

医療扶助として医療を提供。
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診療報酬
支払基金

都道府県
等本庁

医療機関

福祉事務所

被保護者

①申請

②要否意見書用紙交付

⑥要否意見書提出

⑦医療券交付

⑱過誤調整依頼

⑭審査済レセプト送付

③要否意見を求める

⑤要否意見書

⑧医療券提出

⑨受診

⑪
診
療
報
酬
請
求

⑬
診
療
報
酬
支
払

⑯
審
査
支
払
済
レ
セ

プ
ト
送
付

⑮レセプト点検・
診療報酬知事決定

⑫レセプト審査

④検診の実施

⑩レセプト作成等

⑰レセプト点検
医療券方式

医療扶助の事務手続きの流れ

9



医療機関
福祉事務所

被保護者

①申請

②要否意見書用紙交付

⑤要否意見書提出

③要否意見を求める

④要否意見書

⑧受診・処方せん

調剤の事務手続きの流れ

薬局

⑥「医療券」及び
「調剤券」交付

⑦医療券提出

⑨「調剤券」及び
「処方せん」提出

⑩調剤
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生活保護法の医療扶助の規定

○生活保護法（昭和25年法律第144号）（抄）

（医療扶助）
第十五条 医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持す

ることのできない者に対して、左に掲げる事項の範囲内に
おいて行われる。
一 診察
二 薬剤又は治療材料
三 医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術
四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話そ
の他の看護

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その
他の看護

六 移送。

（医療扶助の方法）
第三十四条 医療扶助は、現物給付によつて行うものとする。

但し、これによることができないとき、これによることが
適当でないとき、その他保護の目的を達するために必要が
あるときは、金銭給付によつて行うことができる。

２ 前項に規定する現物給付のうち、医療の給付は、医療保
護施設を利用させ、又は医療保護施設若しくは第四十九条
の規定により指定を受けた医療機関にこれを委託して行う
ものとする。

（略）

（診療方針及び診療報酬）

第五十二条 指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健
康保険の診療方針及び診療報酬の例による。

２ 前項に規定する診療方針及び診療報酬によることのできない
とき、及びこれによることを適当としないときの診療方針及び診
療報酬は、厚生労働大臣の定めるところによる。

【参考】
○国民健康保険法（昭和33年法律第192号）
（抄）

（療養の給付）
第三十六条 市町村及び組合は、被保険者の疾病及び負傷に

関しては、次の各号に掲げる療養の給付を行う。ただし、
当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保
険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、
この限りでない。
一 診察
二 薬剤又は治療材料の支給
三 処置、手術その他の治療
四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話そ
の他の看護

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その
他の看護

（略）
３ 被保険者が第一項の給付を受けようとするときは、自己

の選定する保険医療機関又は保険薬局（健康保険法第六十
三条第三項第一号に規定する保険医療機関又は保険薬局を
いう。以下同じ。）に被保険者証を提出して、そのものに
ついて受けるものとする。ただし、厚生労働省令で定める
場合に該当するときは、被保険者証を提出することを要し
ない。
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注１：医療扶助費（年齢計）に占める65歳以上被保護者分の割合については、医療扶助実態調査における医科及び調剤の決定点数の計に占める
65歳以上の者に係る決定点数の割合としている。

注２：65歳以上被保護者数は、被保護者数（年齢計）に被保護者調査（年次調査）における65歳以上被保護者割合を乗じた形で推計している。
資料：生活保護費負担金事業実績報告、被保護者調査（平成23年度以前は被保護者一斉調査）、医療扶助実態調査

医療扶助費の動向

（兆円）

（年度）

被保護者数（万人）

医療扶助費（兆円）

（万人）

医療扶助費（年齢計）に占める65歳以上被保護者分の割合
（１ヶ月分（毎年度６月審査分）のレセプトにおける値）

(55%) (56%) (55%)
(56%)

(58%) (59%) (61%)
(63%)

(H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28)

(64%)
(66%)

(H29) (H30)

65歳以上被保護者数（万人）

○ 医療扶助費については
・ 世界金融危機（2007～2008年度）後、被保護者数の増加に伴い増加した。
・ 被保護者の高齢化の影響により、近年は高齢者が占める割合の増加傾向が顕著である。

72 77 80 85 90 94 98 102 104 103
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＜入院＞

注：医療扶助については、自立支援医療（精神通院医療等）等、他の法令等による給付がある場合は当該給付が優先される。
資料：医療扶助実態調査（平成２９年６月審査分）、平成２８年度医療給付実態調査

医療保険に比べ、精神・行動の障害の割合が高い。

＜入院外＞

医療保険とほぼ同様の構成割合となっている。

【参考】医療保険

【参考】医療保険

【生活保護】

【生活保護】

○医療扶助における傷病分類別レセプト件数の構成割合

○診療種別医療扶助費構成割合

【参考】国民医療費【生活保護】

医療扶助費の約6割を入院が占めている。

【参考】総人口【生活保護】

○年齢階級別被保護者数構成割合（平成30年7月）

被保護者の年齢別の割合をみると、65歳以上の者が4割以
上を占めている。

資料：被保護者調査（平成30年）、国勢調査（平成27年）

資料：医療扶助実態調査（令和元年）、国民医療費の概況（平成29年）
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２０歳未満

10.8%

２０～６４歳

38.9%

６５～７４歳

24.8%

７５歳以上

25.5%



注１：被保護者の年齢構成の変化の影響は、前年度の年齢階級別１人当たり医療扶助費と当該年度の年齢階級別被保護者数から推計している。
注２：医療全体と医療扶助とでは、診療行為の構成比が異なるため、医療扶助における診療報酬改定の影響は医療全体におけるものとは異なる。
注３：平成28年度分の改定分-1.33%のうち市場拡大再算定の特例分等は-0.29%、実勢価等改定分で計算すると-1.03%。

なお、「市場拡大再算定の特例分等」とは年間販売額が極めて大きい品目に対する市場拡大再算定の特例の実施等を指す。
注４：平成30年度の改定分-1.19%のうち薬価制度改革分は-0.29%、実勢価等改定分で計算すると-0.9%
資料：生活保護費負担金事業実績報告、被保護者調査（平成23年度以前は被保護者一斉調査）、医療扶助実態調査 14

○ 平成20年度以降の医療扶助の伸びを要因分解してみると、平成25年度までは被保護者数の増加に伴う影響が大き
かったが、平成26年度以降、高齢化等、年齢構成の変化による影響が大きくなっている。

○ また、その他の影響については平成26年度までマイナス傾向が続いていたが、平成27年度以降はその他の影響が
医療費増の要因となった年度もみられるが、総じて国民医療費のその他の影響による医療費増より小さい。

医療扶助費の伸び率の要因分解

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2.4% 8.4% 8.2% 4.7% 2.0% 1.9% 1.0% 3.2% -0.9% 1.1% 0.0%

被保護者数の増加による影響
② 3.2% 10.7% 10.7% 5.9% 3.3% 1.2% 0.2% -0.1% -0.8% -1.0% -1.3%

被保護者の年齢構成の
変化（高齢化等）の影響　（注１）

③
0.5% -0.2% -0.8% -0.0% 0.9% 1.1% 1.4% 1.4% 1.5% 1.4% 1.2%

その他の影響
　・診療報酬改定　（注２）

　・医療の高度化
　・医療扶助日の適正化対策の効果 等

　　　　　　①－（②＋③）

-1.3% -2.1% -1.7% -1.2% -2.2% -0.4% -0.6% 1.9% -1.6% 0.6% 0.1%

-0.82% 0.19% 0.004% 0.1% -1.33% -1.19%

医療扶助費の伸び率
①

（参考）
　　医療全体の診療報酬改定



平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018)

医療費の伸び率 ① 2.0% 3.4% 3.9% 3.1% 1.6% 2.2% 1.9% 3.8% -0.5% 2.2% 0.8%
（注１）

人口増の影響 ② -0.1% -0.1% 0.0% -0.2% -0.2% -0.2% -0.2% -0.1% -0.1% -0.2% -0.2%

高齢化の影響 ③ 1.3% 1.4% 1.6% 1.2% 1.4% 1.3% 1.2% 1.2% 1.0% 1.2% 1.1%
（注２）

診療報酬改定等 ④ -0.82% 0.19% 0.004%

0.1%
-1.26%

消費税対応

1.36%
（注３）

-1.33.%
（注４）

-1.19%
（注５）

その他
(①-②-③-④)

・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

1.5% 2.2% 2.1% 2.1% 0.4% 1.1% 0.7% 2.9% 0.1% 1.2% 1.1%
（注１）

制度改正 H20.4
未就学
2割負担

H26.4
70-74歳
2割負担

（注６）

注１：医療費の伸び率は、平成29年度までは国民医療費の伸び率、平成30年度は概算医療費（審査支払機関で審査した医療費）の伸び率（上表の斜体字、速報値）であり、医療保険と公費負担医療の合計である。

注２：平成30年度の高齢化の影響は、平成29年度の年齢階級別（５歳階級）国民医療費と平成29,30年度の年齢階級別（５歳階級）人口からの推計である。

注３：平成26年度の「消費税対応」とは、消費税率引き上げに伴う医療機関等の課税仕入れにかかるコスト増への対応分を指す。平成26年度における診療報酬改定の改定率は、合計0.10%であった。

注４：平成28年度の改定分-1.33%のうち市場拡大再算定の特例分等は-0.29%、実勢価等改定分で計算すると-1.03%。
なお、「市場拡大再算定の特例分等」とは年間販売額が極めて大きい品目に対する市場拡大再算定の特例の実施等を指す。

注５：平成30年度の改定分-1.19%のうち薬価制度改革分は-0.29%、実勢価等改定分で計算すると-0.9%

注６：70-74歳の者の一部負担金割合の予算凍結措置解除（1割→2割）。平成26年4月以降新たに70歳に達した者から2割とし、同年3月までに70歳に達した者は1割に据え置く。

（参考）国民医療費の伸び率の要因分解

15

○ 医療費の伸び率のうち、人口及び報酬改定の影響を除いた「その他」は近年１～２%程度であり、平成30年
度は1.1%。その要因には、医療の高度化、患者負担の見直し等種々の影響が含まれる。



年齢階級別 被保護者１人当たり医療扶助費（入院＋食費・月額）

（平成２9年６月審査分）

（円／日）

注：医療全体は、１人当たり国民医療費（年額）を12で割ったものとしている。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、平成29年度医療保険に関する基礎資料

○ 年齢階級別に入院に係る１人当たり医療扶助費（月額）をみると、20歳未満については医療全体とほぼ同水
準であるが、20歳以上については医療全体よりも高い水準となっている。
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年齢階級別 被保護者１人当たり医療扶助費（月額） 三要素（入院）

（平成２9年６月審査分）

（件／人）

（歳）

受診率 １件当たり日数 １日当たり医療（扶助）費
（食事・生活療養を含む）

（日／件）

（歳）

（円／日）

（歳）

注１：「受診率」とは、１ヶ月間における被保護者１人当たりのレセプト枚数（患者が利用した医療機関数の延べ数）を指す。なお、医療保険医
療費の受診率は比較のため、年度ベースのものを12で割ったものとしている。

注２：「１件当たり日数」とは、レセプト１枚当たりの医療機関を利用した日数を指す。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、平成29年度医療保険に関する基礎資料

○ 入院について、医療保険と比較すると、受診率及び一件当たり日数の差が大きくなっている。
一方、一日当たり医療費は医療扶助費の方が低くなっている。
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制度別 受診日数の分布状況（入院外）

注１：同一制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである（「名寄せ」という。）。

注２：医療扶助における加入者数は令和元年５月時点の被保護者数（概数・停止中の者を除く）である。
資料：第67回医療扶助実態調査（令和元年６月審査分）特別集計、2019年度被保護者調査（月次調査）、平成30年度医療給付実態調査

○ 外来で医療機関に受診した者の割合をみると、医療扶助は約６割となっており、国民健康保険よりは高く、後
期高齢者医療よりは低くなっている。

○ 入院外における受診日数の分布をみると、医療扶助は国民健康保険と後期高齢者の間の値をとっている。

18

（万人）

１日 62.1 46.0% 934.2 56.5% 443.8 56.4% 812.3 52.8% 538.0 37.8%

２日 33.6 24.9% 384.1 23.2% 184.6 23.5% 357.9 23.3% 364.4 25.6%

３日 14.9 11.0% 161.9 9.8% 78.0 9.9% 157.2 10.2% 190.7 13.4%

４日 8.3 6.1% 76.4 4.6% 36.6 4.7% 78.4 5.1% 107.3 7.5%

５日 4.7 3.5% 38.6 2.3% 18.4 2.3% 42.6 2.8% 64.2 4.5%

６～10日 8.0 5.9% 46.0 2.8% 20.7 2.6% 61.6 4.0% 105.6 7.4%

11～15日 2.4 1.8% 9.1 0.5% 3.3 0.4% 19.5 1.3% 36.0 2.5%

16～20日 0.8 0.6% 2.1 0.1% 0.8 0.1% 5.3 0.3% 10.3 0.7%

21～25日 0.3 0.2% 0.7 0.0% 0.2 0.0% 2.1 0.1% 4.9 0.3%

26日～ 0.1 0.1% 0.2 0.0% 0.1 0.0% 0.6 0.0% 1.9 0.1%

総計 (b) 135.2 100% 1,653.2 100% 786.4 100% 1,537.5 100% 1,423.3 100%

入院外における月間の受診動向（令和元年６月審査分）

協会（一般） 組合健保 国民健康保険 後期高齢者医療

2.2日 2.9日

加入者数 (a) 3,940.0 1,889.8 3,025.6 1,771.8

受
診
日
数

206.8

2.5日患者１人当たり受診日数 1.9日 1.9日

（平成31年３月） （平成31年３月）
医療扶助

65.3% 50.8% 80.3%

（平成31年３月） （平成31年３月）

患者割合 (b/a) 42.0% 41.6%



年齢階級別 被保護者１人当たり医療扶助費（入院外＋調剤・月額）

（平成２9年６月審査分）

（円／日）

注：医療全体は、１人当たり国民医療費（年額）を12で割ったものとしている。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、平成29年度医療保険に関する基礎資料

○ 年齢階級別に入院外＋調剤に係る１人当たり医療扶助費（月額）をみると、20歳未満及び75歳以上について
は医療全体とほぼ同水準であるが、20歳以上75歳未満については医療全体よりも高い水準となっている。
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（件／人）

（歳）

受診率 １件当たり日数 １日当たり医療（扶助）費
（調剤を含む）

（日／件）

（歳）

（円／日）

（歳）

年齢階級別 被保護者１人当たり医療扶助費（月額） 三要素（入院外）

（平成２9年６月審査分）

注１：「受診率」とは、１ヶ月間における被保護者１人当たりのレセプト枚数（患者が利用した医療機関数の延べ数）を指す。なお、医療保険医
療費の受診率は比較のため、年度ベースのものを12で割ったものとしている。

注２：「１件当たり日数」とは、レセプト１枚当たりの医療機関を利用した日数を指す。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、平成29年度医療保険に関する基礎資料

○ 入院外＋調剤について、医療保険と比較すると、医療扶助の方がやや高い傾向にある。
○ 15歳未満及び70歳以上の受診率等については、医療扶助の方が低くなっている。
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年齢階級別 被保護者１人当たり医療扶助費（歯科）

（平成２9年６月審査分）

（円／日）

注：医療全体は、１人当たり国民医療費（年額）を12で割ったものとしている。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、平成29年度医療保険に関する基礎資料

○ 年齢階級別に歯科に係る１人当たり医療扶助費（月額）をみると、20歳未満及び75歳以上については医療全
体とほぼ同水準であるが、20歳以上75歳未満については医療全体よりも高い水準となっている。
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（件／人）

（歳）

受診率 １件当たり日数 １日当たり医療（扶助）費
（調剤を含む）

（日／件）

（歳）

（円／日）

（歳）

年齢階級別 被保護者１人当たり医療扶助費（月額） 三要素（歯科）

（平成２9年６月審査分）

注１：「受診率」とは、１ヶ月間における被保護者１人当たりのレセプト枚数（患者が利用した医療機関数の延べ数）を指す。なお、医療保険医
療費の受診率は比較のため、年度ベースのものを12で割ったものとしている。

注２：「１件当たり日数」とは、レセプト１枚当たりの医療機関を利用した日数を指す。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、平成29年度医療保険に関する基礎資料

○ 歯科について、医療保険と比較すると、医療扶助の方がやや高い傾向にある。
○ 15歳未満及び70歳以上の受診率等については、医療扶助の方が低くなっている。
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年齢階級別 処方箋１枚当たり内服薬薬剤料

（平成30年６月審査分）

（万円）

○ 医療扶助において薬剤料の80％以上を占める内服薬について、処方箋１枚当たりの薬剤料を年齢階級別に
みると、医療全体に比べ、医療扶助の方がほぼすべての年齢階級で高くなっている。
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医療扶助

（参考）医療全体（H30）

注：医療全体は、平成30年度における調剤医療費（電算処理分）の動向による。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成30年６月審査分）特別集計、平成30年度被保護者調査（年次調査）、調剤医療費（電算処理分）の動向



（種類数／枚）

（歳）

（日）

（歳）

（円）

（歳）

年齢階級別 処方箋１枚当たり内服薬薬剤料 三要素

（平成30年６月審査分）

○ 処方箋１枚当たり内服薬薬剤料を三要素に分解し、医療全体と比較してみると、１種類当たり投薬日数の差
が最も大きくなっている。
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処方箋１枚当たり内服薬薬剤種類数 １種類当たり投薬日数 １種類１日当たり内服薬薬剤料
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（参考）医療全体

（H30）
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注１：「処方箋１枚当たり内服薬薬剤種類数」については、診療報酬明細書の「処方」欄の所定単位ごと、調剤月日ごとに、剤形・薬効分類・一般名の一致する薬剤を同一種類として数えた
延種類数（薬剤延種類数）の合計値（内服薬のみ）を、処方箋受付回数の合計値（内服薬が含まれない処方箋受付回も含む。）で除して算出している。

注２：「１種類１日当たり内服薬薬剤料」については、診療報酬明細書の「処方」欄に記録された用量、「調剤数量」欄に記録された調剤数量及び薬価から、個別の薬剤ごとに算出した薬剤
料の合計値（内服薬のみ）を、「処方」欄の所定単位ごと、調剤月日ごと、剤形・薬効分類・一般名の一致する薬剤ごとの調剤数量の合計値（内服薬のみ）で除して算出している。

資料：第65回医療扶助実態調査（平成30年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次調査）、調剤医療費（電算処理分）の動向



制度別 受診医療機関数別患者割合

注１：同一制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計したものである（「名寄せ」という。）。
注２：（ ）内の数値は、受診した者について受診した医療機関数の総計を１００とした割合である。
注３：入院、入院外又は歯科のいずれかの診療を受けた者の数をそれぞれの制度の加入者数で除したものである。
注４：医療扶助における加入者数は令和元年５月時点の被保護者数（概数・停止中の者を除く）である。
資料：第67回医療扶助実態調査（令和元年６月審査分）特別集計、2019年度被保護者調査（月次調査）、平成30年度医療給付実態調査

○ 医療扶助は医療保険に比べ、受診医療機関が１件である者の割合が高くなっている。
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（単位:％）

総計 １件 ２件 ３件 ４件 ５件以上

74.3 50.1 16.9 5.2 1.5 0.6 25.7

(100.0) (67.4) (22.8) (7.0) (2.0) (0.8)

49.2 32.5 12.2 3.5 0.8 0.2 50.8

(100.0) (65.9) (24.9) (7.0) (1.7) (0.5)

48.6 31.9 12.1 3.4 0.8 0.2 51.4

(100.0) (65.7) (25.0) (7.1) (1.7) (0.5)

58.2 35.1 15.8 5.3 1.5 0.5 41.8

(100.0) (60.2) (27.2) (9.1) (2.6) (0.9)

86.4 40.1 27.8 12.4 4.3 1.7 13.6

(100.0) (46.5) (32.2) (14.3) (5.0) (2.0)

後期高齢者医療
（平成31年３月）

医療扶助

受診した医療機関数別患者割合（令和元年６月審査分）

受診した医療機関数別受診者
受診

しなかった者

協会(一般)
（平成31年３月）

組合健保
（平成31年３月）

国民健康保険
（平成31年３月）



注：国民医療費の値は年額を12で割ったものとしている。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次）、医療費の地域差分析

都道府県別 年齢調整後被保護者１人当たり医療扶助費（月額）
～国民医療費との比較（医科入院外＋調剤）～

○ 医科入院外＋調剤 相関係数：０．７４

国
民
医
療
費

医療扶助 （万円）

（万円）
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○ 都道府県別の年齢調整後被保護者１人当たり医療扶助費（月額）と国民医療費ベースの１人当たり医療費
との相関をみると、医科入院外＋調剤については、相関係数が0.74（正の相関関係）となっている。
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注：国民医療費の値は年額を12で割ったものとしている。
資料：第65回医療扶助実態調査（平成29年６月審査分）特別集計、平成29年度被保護者調査（年次）、医療費の地域差分析

都道府県別 年齢調整後被保護者１人当たり医療扶助費（月額）
～国民医療費との比較（医科入院＋食事・生活療養費）～

○ 医科入院＋食事・生活療養費 相関係数：０．６９

国
民
医
療
費

医療扶助 （万円）

（万円）
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○ 都道府県別の年齢調整後被保護者１人当たり医療扶助費（月額）と国民医療費ベースの１人当たり医療費
との相関をみると、医科入院＋食事・生活療養費については、相関係数が0.69（正の相関関係）となっている。
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都道府県別 年齢調整後被保護者１人当たり医療扶助費（月額）

（平成30年６月審査分）

資料：第65回医療扶助実態調査（平成30年６月審査分）特別集計、平成30年度被保護者調査（年次調査）

○ 都道府県別の被保護者1人当たり医療扶助費（月額）を性・年齢構成の違い等を除いた形（※）で比較する
と、 最も高い県と低い県で約２．８万円の差がある。
※ 各都道府県の性・年齢階級別被保護者１人当たり医療扶助費（月額）と、全国の被保護者の性・年齢構成とで算出した仮想的な被保護者1人
当たり医療扶助費（月額）
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都道府県別 年齢調整後被保護者１人当たり医療扶助費（月額）の全国平均との差①

（平成30年６月審査分）

資料：第65回医療扶助実態調査（平成30年６月審査分）特別集計、平成30年度被保護者調査（年次調査）

○ 都道府県別に年齢調整後被保護者1人当たり医療扶助費（月額）の全国平均との差を診療区分別にみると、

全国平均よりも低い都道府県については、入院、入院外ともに平均を下回る傾向にあるが、全国平均よりも高
い都道府県については、入院による影響が大きい。
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３．医療扶助に関する課題等

30



（１）オンライン資格確認の導入

①保険医療機関等で療養の給付等を受ける場合の被保険者資格の確認について、個人番号カードによるオンライン資格確認を導入する。

②国、保険者、保険医療機関等の関係者は、個人番号カードによるオンライン資格確認等の手続きの電子化により、医療保険事務が円滑
に実施されるよう、協力するものとする。

③オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局の初期導入経費を補助するため医療情報化支援基金を創設する。

（２）被保険者記号・番号の個人単位化、告知要求制限の創設

①被保険者記号・番号について、世帯単位にかえて個人単位（被保険者又は被扶養者ごと）に定めることとする。
これにより、保険者を異動しても個々人として資格管理が可能となる。

※ 75才以上の方の被保険者番号は現在も個人単位なので変わらない。

②プライバシー保護の観点から、健康保険事業とこれに関連する事務以外に、被保険者記号・番号の告知を要求することを制限する。

※ 告知要求制限の内容（基礎年金番号、個人番号にも同様の措置あり）
①健康保険事業とこれに関連する事務以外に、被保険者記号・番号の告知を要求することを制限する。
②健康保険事業とこれに関連する事務以外で、業として、被保険者記号・番号の告知を要求する、又はデータベースを構成することを制限する。
これらに違反した場合の勧告・命令、立入検査、罰則を設ける。

保険者

被保険者番号
被保険者番号

資格情報
提示

オンラインによる資格照会

資格情報を提供

電子証明書 被保険者の資格を保険者間で履歴管理
全レセプトを資格確認、正しい保険者に振分け

支払基金・国保中央会

資格情報

被保険者番号

保険証

加入者(患者)
保険医療機関等

資格情報等の管理について
支払基金・国保中央会に委託

個人番号カード
（マイナンバーカード）

または

資格情報

オンライン資格確認の導入

資格情報を履歴管理
資格確認の導入

【期待される効果】
資格の過誤請求等の削減
事務コストの削減 等

個人番号カードは預からない（＊）

ピッ

プライバシー保護の観点から、健康保険事業・関連事務以外に
被保険者番号の告知の要求を制限する措置を創設

「医療情報化支援基金」により、
システム整備等を行う医療機関等を支援

＊マイナンバーカードのICチップ内の電子証明書を読み取る。マイナンバー
は使わない。医療機関等でマイナンバーと診療情報が紐付くことはない。

（＊）

医療保険制度の適正かつ効率的な運
営を図るための健康保険法等の一部
を改正する法律（概要資料）
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デジタル・ガバメント実行計画（抄）令和元年12月20日改定（閣議決定）

7.4 マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進について（◎内閣府、内閣官房、関係府省）

（1）各種カード、手帳等との一体化等の推進

安全・安心で利便性の高いデジタル社会の構築に向け、マイナンバーカードを基盤として、既存の各種カード、手帳等との一体化等を別紙４の工程表

に沿って推進する。
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新経済・財政再生計画改革工程表2019（抜粋）
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【頻回受診の改善の状況】

同一傷病について、同一月内に同一診療科目を15日以上受診しており、短期的・集中的な治療（※）を行う者を除き、治療に
あたった医師や嘱託医が必要以上の受診と認めた者

※ 15日以上受診している者を抽出し、その前2ヶ月との合計が40日未満の者

適正化の対応

頻回受診の可能性のある者の把握 毎月レセプトを確認し、頻回受診者にかかる台帳を作成

主治医訪問・嘱託医協議 主治医や嘱託医に協議し、頻回受診と認められるか否かを判断

指導の実施 頻回受診と判断された者について、訪問により指導を実施

改善状況の確認
指導の翌月、医療機関へ改善状況を確認。
改善されていない場合には、引き続き指導を実施

○ 令和元年度に引き続き、令和２年度予算に以下の事業を計上

・ 頻回受診者の適正受診指導の強化（福祉事務所による同行指導の実施等）→健康管理支援事業の準備事業

・ 頻回受診指導を行う医師の委嘱促進

・ レセプトを活用した医療扶助適正化事業 → レセプトデータから頻回受診者等のリスト作成

○ 適正受診指導を行ってもなお改善されない者に対する追加的な指導の方策として、有効期限が１箇月よりも短い医療券を

本人に対して発行し、健康管理に向けた支援と並行することで、指導のタイミングを増やす取り組みを可能に

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

受診状況把握対象者数（指導対象者の定義に該当する者の数）（Ａ）
※平成29年度までは旧定義（15日以上の月が３箇月続いた者）、平成30年度は移行期間のため混在

１５，４６２人 １３，５４８人 １２，８３７人 １１，５９４人 １０，６０４人

適正受診指導対象者数（Ｂ） ３．８０９人 ３，０２０人 ２，５５７人 ２，６３７人 ２，３８７人

改善者数（適正な受診日数に改善された者数）（Ｃ） １，７４９人 １，３６５人 １，３３８人 １，４２２人 １，２９２人

改善者数割合（Ｃ／Ｂ） ４５．９２％ ４５．２０％ ５２．３３％ ５３．９２％ ５４．１３％

頻回受診の指導対象者

令和２年度以降の取組

頻回受診の適正化について
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定期報告後に改善した者や

医師が通院を必要と認めた者等

326人 (11%)指導後改善した者

1365人 (45%)

定期報告の時点では

指導していなかった者

352人 (12%)

サンプル抽出

されなかった者

499人 (16%)

現在精神科通院なく、

認知機能に課題なし

269人 (9%)

精神科通院中

109人 (4%)

現在精神科通院

していないものの、

認知機能に課題あり

100人 (3%)

認知機能に課題のある
100人の課題別内訳
・症状の訴え、不安が著しい
・意思疎通困難
・認知症
・知的障害
・脳卒中の既往歴あり 等

整形外科

313人

(66%)

内科

85人 (18%)

複数の診療科

29人 (6%)

外科

16人 (3%)

耳鼻科

9人 (2%)

その他

26人 (5%)

10代

1人

30代

5人

40代

29人

（6%）

50代

70人

(15%)

60代

137人

(29%)

70代

164人

(34%)

80代

66人

（14%）90代

6人

頻回受診者への適正受診指導における未改善者の状況

【調査対象】
平成27年度における頻回受診者に対する適正受診指導では適正受診指導対象者(3,020人)となったが、福祉事務所の指導を受けて改善した
者等以外の者を対象に詳細調査を行った。調査の時点において、頻回受診が改善していたり、医師が通院を必要と認めた者などを除いた478人の未
改善者に関して、詳細調査の回答を得た。 ※調査対象者数が多かった地方自治体においては、サンプル抽出を行った。
【調査内容】
調査対象者に関し、年齢、受療診療科、精神疾患の有無等、対象者の状況について福祉事務所が記載した。

調 査 結 果 の ポ イ ン ト

適正受診指導対象者(3,020人)の内訳

今回の詳細調査の
回答が得られた478人

詳細調査の回答が得られた478人の年齢構成

詳細調査の回答が得られた478人の受療診療科
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重複投薬の可能性のある者の把握 福祉事務所において、電子レセプトシステムを活用する等、複数の医療機関から向精神薬が投薬されているケースを把握。

主治医訪問・嘱託医協議 ケースワーカー等が、主治医や嘱託医に協議し、投薬が適切なものであるかどうか確認を行う。

指導の実施 重複投薬であったことが判明した者について、ケースワーカー等が改善に向けた指導や、医療機関への連絡等を行
う。

改善状況の確認 改善の状況について、福祉事務所において適宜フォローアップを行う。

【 改善状況 】

※１ 「同一月に複数の医療機関から向精神薬を重複して投薬されている者」（当該年1月診療分）の 当該年度末時点までの改善状況

※２ 「重複投薬でなかった者」は、例えば「複数の医療機関にそれぞれ別の病気でかかり、効能の異なる向精神薬を処方されたケース」 等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

向精神薬の重複投薬の可能性のある者（Ａ） ５，５９６人 ５，８６７人 ５，８８０人

重複投薬であった者（Ｂ） （※１） ４，２５１人 ４，２７１人 ４，０８９人

ケースワーカー等の指導による改善者数（重複投薬が改善された者数等）（Ｃ） ２，６３８人 ２，６６４人 ２，４７９人

改善者数割合（Ｃ／Ｂ） ６２．０６％ ６２．３７％ ６０．６２％

・ 平成22年4月に大阪市の生活保護受給者が処方せんの複製により、向精神薬を営利目的で大量に入手していた事案が発生したことを受け、各自

治体に対して、不適切な受診行動者に対する適切な受診指導及びレセプト点検の徹底を指示。（平成22年7月）

・ 電子レセプトを活用したレセプト点検の強化を実施し、不適切な受診行動に対する適正受診指導の徹底を指示。（平成23年3月）

・ 「向精神薬の重複処方の改善状況」について、地方厚生局による監査を実施。（平成23年度～）

適正化への取組

【 適 正 化 の 流 れ 】

・ 平成27年9月に障害者総合支援法の指定を受けている医療機関と生活保護法の指定を受けている医療機関を受診していた生活保護受給者が、処

方された向精神薬を不正に転売した事案が発生していたことを受け、各自治体に対して、制度間での第1種向精神薬重複処方の有無を確認し、不適

切な処方が判明した場合は適正受診指導を行うよう指示（平成28年3月）

制度間の重複処方の取組

向精神薬の重複投薬の適正化について

36



医療機関A 医療機関B
医療機関C【イメージ図】

重複処方の
情報提供

【趣旨】

【薬局を一箇所にする事業の実施方法】

処方箋

薬局

① 受給者の希望も参考としつつ、対象者1人につ
き薬局を1カ所選定

② 薬局において、薬学的管理・指導を実施
また、必要に応じて、医療機関へ重複処方等の
情報提供を実施

③ 福祉事務所は、重複処方等が確認された者に対
し適正受診指導を行う。

処方箋
処方箋

○ 平成29年度より、被保護者が処方せんを持参する薬局をできる限り一カ所にし、本人の状況に応じて、薬局において薬学的
管理・指導を実施するとともに、薬剤師が重複処方等について医師に情報提供を行う事業を実施。

○ 令和元年度より、生活保護受給者が、医療機関の受診及び調剤薬局の利用の際に、１冊に限定したお薬手帳を持参する
ことで、併用禁忌薬の処方防止や薬局における重複処方の確認を行うモデル事業を実施。

○ こうした取組みにより、医療機関は重複調剤の適正化や、併用禁忌薬をチェックを行うことができ、被保護者の健康管理に
寄与するとともに、医療扶助費の適正化効果も見込まれる。

薬局と連携した薬学的管理・指導の強化等

① 福祉事務所は、受給者に対して、１冊に限定し
たお薬手帳を持参するよう指導

② 薬局において、こうしたお薬手帳を持参してい
ない場合は、その旨を福祉事務所に連絡

③ 福祉事務所は、ステッカーが貼付されたお薬手
帳を持参しなかった生活保護受給者に対して、
持参するように指導。重複調剤が確認された者
に対しては適正受診指導を行う。

【お薬手帳を活用した事業の実施方法】 【イメージ図】

薬局

被保護者

福祉事務所

お薬手帳を持参１冊に限定した
お薬手帳の
持参指導

お薬手帳の持参がなかった場合は連絡
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長期入院患者の状況

38

医療扶助における長期入院患者の状況について、各自治体が確認したところ、
○長期入院患者のうち、医療扶助による入院の必要がないと判断された者は８％弱存在する
○うち、３０％程度の者は、退院等がなされなかった



生活困窮者等の自立を促進するための
生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律の概要

生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化、生活保護世帯の子どもの大学等への
進学支援、児童扶養手当の支払回数の見直し等の措置を講ずるほか、医療扶助における後発医薬品の原則化等の措置を講ずる。

改正の趣旨

１．生活困窮者の自立支援の強化（生活困窮者自立支援法）

(1) 生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化
① 自立相談支援事業・就労準備支援事業・家計改善支援事業の一体的実施を促進

・ 就労準備支援事業・家計改善支援事業を実施する努力義務を創設
・ 両事業を効果的・効率的に実施した場合の家計改善支援事業の国庫補助率を引上げ(1/2→2/3)

② 都道府県等の各部局で把握した生活困窮者に対し、自立相談支援事業等の利用勧奨を行う努力義務の創設
③ 都道府県による市等に対する研修等の支援を行う事業を創設

(2) 子どもの学習支援事業の強化
① 学習支援のみならず、生活習慣・育成環境の改善に関する助言等も追加し、「子どもの学習・生活支援事業」として強化

(3) 居住支援の強化（一時生活支援事業の拡充）
① シェルター等の施設退所者や地域社会から孤立している者に対する訪問等による見守り・生活支援を創設 等

２．生活保護制度における自立支援の強化、適正化（生活保護法、社会福祉法）

(1) 生活保護世帯の子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、大学等への進学を支援
① 進学の際の新生活立ち上げの費用として、「進学準備給付金」を一時金として給付

(2) 生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助費の適正化
① 「健康管理支援事業」を創設し、データに基づいた生活習慣病の予防等、健康管理支援の取組を推進
② 医療扶助のうち、医師等が医学的知見から問題ないと判断するものについて、後発医薬品で行うことを原則化

(3) 貧困ビジネス対策と、単独での居住が困難な方への生活支援
① 無料低額宿泊所について、事前届出、最低基準の整備、改善命令の創設等の規制強化
② 単独での居住が困難な方への日常生活支援を良質な無料低額宿泊所等において実施

(4) 資力がある場合の返還金の保護費との調整、介護保険適用の有料老人ホーム等の居住地特例 等

３．ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進（児童扶養手当法）

(1) 児童扶養手当の支払回数の見直し（年3回（4月,8月,12月）から年6回（1月,3月,5月,7月,9月,11月）） 等

改正の概要

平成30年10月１日（ただし、１．(2)(3)は平成31年４月１日、２．(1)は公布日、２．(2)①は令和３年１月１日、２．(3)は令和２年４月１日、３．は令和元年９月１日※ 等）

施行期日

※令和元年11月支払いより適用

39

平成30年６月１日成立
平成30年６月８日公布



生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助の適正化

２．医療扶助における後発医薬品の使用原則化

１．生活習慣病の予防等の取組の強化

データに基づき、生活習慣病の予防等を推進する「健康管理支援事業」
を創設。国は罹患状況等の分析・情報提供等により支援 被保護者の医療・健康データを

管理・分析し、対象者等を決定

受給者福祉事務
所

対象者に生活習慣の指導・必
要な医療の受診勧奨等の支援
（健康管理支援事業）を実施

全国の被保護者の医療・健康
データを分析し、結果を情報提供

国

生活保護受給者は、医療保険の加入者等と比較して生活習慣
病の割合が高いが、健診データ等が集約されておらず、生活習
慣病の予防・重症化予防の取組が十分には実施できていな
い。

○後発医薬品の使用の原則化を法律に規定（生活保護法第３４条第３項の改正）

医師等が医学的知見等に基づいて、後発医薬品を使用することができると認めたものについては、原則として、後発医
薬品による給付

○後発医薬品使用割合は約７割となっている。

○地方自治体からも、使用割合80％に向けて、さらに取組を進めるためには、後発医薬品の原則化が必要 との意見

○医師等が後発医薬品の使用を可能と認めている等の必要な条件の下で実施
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■ 地域分析に基づき、自治体毎に事業方
針を策定。以下の取組例のオに加え、ア～
エから選択

ア 健診受診勧奨
イ 医療機関受診勧奨
ウ 生活習慣病等に関する保健指導
・生活支援

エ 主治医と連携した保健指導・生活支援
（重症化予防）

オ 頻回受診指導

○ 生活保護制度は、被保護者の最低生活を保障するととともに、自立の助⾧を図ることを目的としている。自立の助⾧については、経済的自立だけ
でなく、日常生活自立や、社会生活自立といった側面からも、支援を講じていくことが必要。

○ 一方で、多くの被保護者は、医療保険者が実施する保健事業の対象とはなっていないが、多くの健康上の課題を抱えていると考えられ、医療と
生活の両面から健康管理に対する支援を行うことが必要。このため、医療保険におけるデータヘルスを参考に、福祉事務所がデータに基づき生活
習慣病の発症予防や重症化予防等を推進する。

○ 「被保護者健康管理支援事業」を令和３（2021）年１月から必須事業として全福祉事務所で実施することとしており、施行に向けて試行事
業の実施などの準備を進めていくとともに、法施行後、全ての自治体が効果的・効率的に実施するために必要な経費を負担する。

■ 自治体毎に現状（健康・医療等情報、社
会資源等）を調査・分析し、地域の被保護
者の健康課題を把握（地域分析を実施）

健診情報
等の収集

国支払基金

全国ベースの
医療費等の分
析の提供

レセプト情報
の送付

■ 事業方針に沿い、リスクに応じた階
層化を行い集団または個人への介入
を実施
※ 医学的な介入のみではなく社会参
加等の側面に留意した取組を実施

生活保護受給者の健康管理支援の推進 ～被保護者健康管理支援事業の実施～

ケースワーク
による情報
収集

福祉事務所

保健部局

■ 設定した評価指標に沿い、ストラ
クチャー、プロセス、アウトプット、アウト
カム評価を実施

被保護者健康管理支援事業の流れ
① 現状・健康課題の把握 ③ 事業実施

④ 事業評価

健康の保持増進により、被保護者の自立を助⾧

② 事業企画

【令和２年度予算】 975,000千円（令和３年１月～３月実施事業）
実施主体：都道府県、指定都市、福祉事務所設置自治体
負担率：３／４事業概要
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